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１．２０１９年度（令和元年度・第１９期） 

事業方針 

 

 

2019 年度は岡山県内においては昨年度の豪雨災

害から 1 年となります。災害支援については南海トラ

フ地震や首都直下地震の懸念もある中、昨年度は平

成 30年 7月豪雨以外にも大阪北部地震や北海道胆

振地震など同時多発的に災害が起きた年でもあり、

災害支援やその中での NPO の役割、中間支援組織

の役割についても問い直されてきていることを各地に

お招きいただき、様々な方々と話す中で感じています。 

 

 

また、NPO 法人全体としては NPO 法から 20 年の

節目を超えた年となる今年度、ここ数年、議論が行わ

れ、超党派の議員連盟により議員立法されたいわゆ

る休眠預金活用法案も具体的な配分へとつながるフ

ェーズとなります。指定活用団体が昨年度末に決定

すると共に、各地域ブロックやテーマでの助成や融資、

出資などを担う資金分配団体の募集がスタートしてい

ます。高額の資金が投入されると共に、その一方で税

金でもなく、個人の寄付でもないこのお金にはより厳

しい目が向けられます。配分に係る資金分配団体に

も、受けて活動を行う NPOにもさらに信頼性と事業成

果が目に見える形で求められる仕組みが動く中で、そ

れを目指す方の支援ニーズもさらに高まることが予想

されます。 

 

 

一方で SDGs に関する県内の動きも活発化してき

ており、地元新聞での連載、各経済団体の取り組み

増加、そして昨年度末に岡山市と岡山大学、岡山経

済同友会、ESD 推進協議会の合同で行われたフォー

ラムにも多くの方が参加されるなど、機運が高まって

います。この流れをうまく活用しながら、各セクター、

主体との連携をさらに強めていくことも重要です。 

 

 

当法人では、昨年度の設立 20 周年に伴う定款の

変更などを受けて、各部署による取り組みをさらに専

門性を高めると共に、その専門性を発揮できる職員の

育成を図っていくことを一つの核に持ち、それを体現

する新規事業への取り組みや、上記の社会状況を踏

まえながら、既存事業の改善に取り組んでいきます。

特に参画推進センターについては新規の自主事業を

大幅に拡大し、様々な場面での「参加」の拡大につい

て役割を果たせることを目指していきます。具体的に

は、ボランティアマネジメントやボランティアプログラム

のデザイン、コーディネートの支援等を個別に行う事

業を本格実施すると共に、かねてより取り組んできた

大学や学生の方々に対するプログラムを体系的に整

理し、NPO・NGO の現場で活躍する次世代の育成も

視野に入れた事業を展開していきます。本件には多

くの方のご協力も得て実施をしていきたいと考えてお

ります。 

 

 

また、こうした事業展開を行うにあたり、その事業を

支える職員の雇用環境につきましても改善を図って

いきます。働き方改革に伴う対応は勿論のこと、給与

体系につきましても、より当法人の事業に合わせた形

での仕組みを構築し、導入を図っていきます。また、

中国地方の中間支援組織の皆様と毎年行ってきてお

ります職員の合同研修につきましても、より開催の密

度を高め、育成に時間をかけると共に様々なアプロー

チへチャレンジをし、特に中堅クラスの職員が活躍で

きる環境づくりを目指していきます。 

 

 

当年度の大きなテーマは「参加」であると考えてい

ます。「市民にはごみを拾う権利がある」と中間支援組

織の先輩である、元せんだい・みやぎ NPO センター

の加藤哲夫さんはおっしゃられましたが、そうした市

民としてのまちづくりの権利を発揮すると共に、これま

でとはライフスタイルがどんどんと変化していく時代の

中で、市民自身がよりよい暮らしや社会のデザインを

築いていける社会づくりのために、支援をしていきた

いと考えております。昨年度より本格的に支援を行う

ようになってきた、エリアマネジメントやパークマネジメ

ントなどの市民がある種のオーナーシップを発揮しつ

つ、合意形成で成長を行う仕組みや、また、子どもの

貧困というキーワードに代表されるような相対的な格

差是正などの部分にもこの「参加」が重要ではないか

と考えております。今年度も引き続きのご支援をどうぞ

よろしくお願いいたします。 

 

 

代表理事   石原 達也 



事業名 事業内容 パートナー 実施日時 実施場所 財源 税法上の取扱 収益

19,240,000

継続 NPO事務支援センター
NPO法人の手続き事務を検定、検診、相談、代行、
講座でトータル支援する。

自主 随時 事務所 利用料 収益 14,640,000

継続 NPO事務支援カンファレンス
NPOの事務・経営支援に取り組む全国の支援組織と
の協議会の事務局を務める。

自主 随時 全国各地 参加費 非収益 770,000

継続 講師派遣 役職員を講座等の講師として派遣する 自主 通年 県内各所 謝金 収益 3,000,000

継続 NPO法人会計基準協議会 新会計基準の普及・改正検討 自主 年1回 東京 自主財源 非収益 0

新規 組織評価支援事業
NPO法人の法令順守や基盤強化を実現するための
組織評価の実施を支援する

自主
委託

通年 県内各所 参加費 収益 500,000

継続 公益ポータルサイト運営事業 岡山県内NPOの情報開示をすすめるサイトの運営 自主 通年 事務所 自主財源 非収益 0

継続 メールマガジン 発行 メールマガジンを利用した各種情報提供 自主 毎月 事務所 自主財源 非収益 60,000

継続 機関誌「NPOkayama」 発行 機関誌「NPOkayama」の編集・発行（2,000部） 自主 年4回 事務所 助成金・自主財源 非収益 270,000

51,384,288

継続 SDGsネットワークおかやま
SDGsに関するNPONGOを核としたネットワークを設
立し、啓発や政策提言などを行う

自主 年数回 市内各所 参加費 非収益 405,000

継続 被災者支援NPO等ネットワーク構築
災害時の受援力向上とNPOのネットワーク構築を図
る

岡山県 年数回 市内各所 委託料 収益 1,070,000

新規 災害救援専門ボランティア研修会
災害時のリーダーとして主に災害VCの運営を担うこ
とのできる人材を育成する

岡山県 年数回 県内各所 委託料 収益 1,200,000

新規 災害支援ネットワークおかやま
豪雨災害被災地をはじめ全国の被災地を支援するた
めのネットワークの運営

自主 通年 事務所 参加費 非収益 18,000,000

継続 中国５県NPO中間支援センター連絡会議 中国5県の中間支援組織による連携やノウハウ共有 自主 通年 5県各地 自主財源・参加費 非収益 420,000

継続 全国組織及び会合への参画
日本NPOセンターや日本ボランティアコーディネー
ター協会などの全国組織へ参画する

自主 通年 東京等 自主財源 非収益 101,160

新規 地域活動継続支援事業
社会にもたらす変化や価値を可視化するための事業
評価の実施を支援する

岡山県 通年 県内各所 自主財源 収益 1,400,000

継続 備前県民局管内行政職員研修 管内の行政職員向けの研修を開催する
岡山県備前県

民局
通年 事務所 受託料 収益 797,148

継続 岡山市ESD・市民協働推進センター
岡山市における協働による課題解決と持続可能な地
域づくりの推進を総合的に実施

岡山市 通年
岡山市役所

及び
市内各所

受託料 収益 15,959,592

新規 市民協働推進サイト企画・運営
岡山市の市民協働推進サイト「つながる協働ひろば」
の企画と管理運営を行う

岡山市 通年 事務所 受託料 収益 3,000,000

継続 エリアマネジメントの支援
主に岡山市内のエリアマネジメントやパークマネジメ
ントの仕組みづくりや実行支援を行う

岡山市 通年 岡山市内各所 受託料 収益 3,000,000

継続 倉敷市における協働の支援
倉敷市における協働による課題解決の促進とそのた
めの研修や仕組みづくりの実施

倉敷市 通年
倉敷市及び
高梁川流域

各所
受託料 収益 3,925,836

継続 ソーシャルマーケティング研究会 CSR報告書を読む会、社会事業家勉強会等 自主 通年 事務所 自主財源 非収益 240,000

継続 消費者志向経営講座
県内企業向けに消費者志向経営についての学習機
会を提供する

岡山市 通年 岡山市内各所 受託料 収益 1,000,000

継続 政策提言推進 プロジェクト
政策勉強会、政策調査などを会員NPO等とも連携し
て実施する

自主 通年 事務所 参加費 ・受託料 収益 865,552

22,652,900

継続 ゆうあいセンター 管理運営事業
支援センターの管理運営及び付随事業実施（岡山
県・指定管理者）

岡山県、岡山県社会
福祉協議会 通年 ゆうあいセンター 管理料 ・利用料 収益 20,412,900

新規
大学を中心とした学生・若者のボランティア推
進環境づくり事業

大学と大学生の社会参加を支援するための環境整
備と事業の実施

自主 通年 県内各所 委託料 収益 1,000,000

継続 「よる会」開催事業
当事者組織の声を聴き、社会課題に関する理解と解
決策の検討を測る事業

自主 通年 事務所 参加費 非収益 120,000

新規 市民公益セクター次世代育成研究会
公益セクターの次世代育成を担う個人、組織等との
情報共有や調査研究など

自主 通年 事務所 寄付金 非収益 30,000

新規 ボランティアコーディネーター支援事業
社会福祉施設や公共施設を主な対象としてボラン
ティアと協働する基盤づくりを支援する

自主 通年 県内各所 寄付金 収益 370,000

継続 SAVE JAPANプロジェクト 希少生物保護に関する活動を支援する 自主 通年 県内各所 寄付金 収益 500,000

継続 資源提供事業（おかやまNPO サポート基金） 物品や資金の提供情報の収集と提供 自主 通年 事務所 自主財源 非収益 220,000

93,277,188

=新規事業

① NPO等の組織基盤強化や事業成長のために個別支援等を行うNPO事務・経営支援センター事業

② 地域における多様な組織が連携・協働して取り組む社会課題解決の取り組みを支援する地域連携センター事業

2019年度（令和元年度・第19期）事業計画書

③ 市民や企業等のあらゆる組織によるボランティアや寄付などの様々な形で行う社会参画を推進し、その活性化を図る社会参画推進センター事業
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年 4 月 1 日 ～ 年 3 月 31 日

1.

2.

3.

4.

5.

1.

外  注  費

印刷製本費

会　議　費

研　修　費

支払手数料

消耗　品費

諸　謝　金

新聞図書費

通　信　費

旅費交通費

リース料

地代　家賃

水道光熱費

修　繕　費

広告宣伝費

接待交際費

租税　公課

消費税

支払保険料

支払寄付金

諸  会  費

雑費

災害寄付金積立預金　振替 10,000,000

その他収益 0
77,807,188

476,000

Ⅰ 経常収益

正会員受取会費

受取会費

特定非営利活動法人 岡山NPOセンター

2019年度（令和元年度・第19期）活動予算書
2019 2020 まで

(単位：円)

科　　目 金　　額

31,100,080事業収益

受取助成金等 5,270,000 5,270,000

0
受取助成金等

事業収益

賛助会員受取会費

受取寄付金 500,000

一般会員受取会費

委託金収益

参加費収益

テキスト販売収益

45,487,108

20,000

ボランティア評価益

受取寄付金

3,481,494

（2）その他経費

人件費計 52,810,821

6,170,000
1,253,700

687,030
180,000
10,000

1,048,500

1,397,180

　　経常収益計

受取利息

Ⅱ 経常費用

5,000

6,397,021
0

ボランティア評価費用 0
法定福利費

福利厚生費

給料手当

（1）人件費

46,413,800

事業費

0

606,000
1,102,000

10,500,000

5,000

94,684,188

1,220,000
0

0
8,500

0
その他経費計 22,144,584

74,955,405事業費計

3,047,680

2,855,000
73,000

1,200,000

15,500

452,000

0
0

265,000
0
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2.

外  注  費

印刷製本費

会　議　費

研　修　費

支払手数料

消耗　品費

諸　謝　金

新聞図書費

通　信　費

旅費交通費

リース料

地代　家賃

水道光熱費

修　繕　費

広告宣伝費

接待交際費

租税　公課

消費税

支払保険料

支払寄付金

諸  会  費

雑費

1.

2.

1.

2.

 

 

法人税、住民税及び事業税

0

6,115,338

8,837,626税引前当期正味財産増減額

19,515,233前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

次期繰越正味財産額

過年度損益修正損

25,630,571

　　経常外費用計
0

0

2,722,288

0

85,846,562

8,837,626

0

2,939,632
10,000

150,000

10,000
5,000

140,700
115,000

その他経費計

管理費計

（2）その他経費

0
0
0

10,891,157

105,948

157,584
64,000

1,166,400

0

15,000
200,000

0

610,000
10,000
30,000

150,000

固定資産売却益

過年度損益修正益

固定資産除却損

当期経常増減額

Ⅳ 経常外費用

Ⅲ 経常外収益

　　経常外収益計 0

　　経常費用計

0

給料手当

人件費計 7,951,525

1,112,981
102,000

法定福利費

役員報酬 4,700,000

2,036,544
（1）人件費

管理費

福利厚生費
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